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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　微細空間内に機能部分を形成する方法であって、
　熱溶解性を有する機能性微粉末を、液状分散媒中に分散させた分散系機能性材料を、微
細空間内に充填し、
　次に、前記微細空間内の前記液状分散媒を蒸発させ、
　次に、熱処理により前記機能性微粉末を熱溶解させた後、加圧しながら硬化させて、前
記機能性微粉末による前記機能部分を形成する工程を含み、
　前記微細空間は、基板に形成された貫通孔もしくは非貫通孔または積層された基板間に
生じる隙間の何れかであり、
　前記機能部分は、電気的性質、誘電体特性、磁性又は光学特性の何れかの機能を発現さ
せるものである、
方法。
【請求項２】
　微細空間内に機能部分を形成する方法であって、
　機能性微粉末及び結合材微粉末を液状分散媒中に分散させた分散系機能性材料を、微細
空間内に充填し、
　次に、前記微細空間内の前記液状分散媒を蒸発させ、
　次に、熱処理により前記結合材微粉末を熱溶解させた後、加圧しながら硬化させて、前
記機能性微粉末及び前記結合材微粉末による前記機能部分を形成する工程を含み、
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　前記微細空間は、基板に形成された貫通孔もしくは非貫通孔または積層された基板間に
生じる隙間の何れかであり、
　前記機能部分は、電気的性質、誘電体特性、磁性又は光学特性の何れかの機能を発現さ
せるものである、
方法。
【請求項３】
　微細空間内に機能部分を形成する方法であって、
　機能性微粉末を液状分散媒中に分散させた分散系機能性材料を、微細空間内に充填し、
　次に、前記微細空間内において、前記液状分散媒を蒸発させ、
　次に、前記微細空間内の前記機能性微粉末の微粒子間の隙間に液状結合材を含浸させ、
　次に、熱処理により前記液状結合材を前記機能性微粉末と反応させた後、加圧しながら
前記液状結合材を硬化させて、前記機能性微粉末及び前記結合材による前記機能部分を形
成する工程を含み、
　前記微細空間は、基板に形成された貫通孔もしくは非貫通孔または積層された基板間に
生じる隙間の何れかであり、
　前記機能部分は、電気的性質、誘電体特性、磁性又は光学特性の何れかの機能を発現さ
せるものである、
方法。

                                                                    
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、微細空間内に機能部分を形成する方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　例えば、半導体デバイスによって代表される電子デバイスや、マイクロマシン等におい
ては、内部に高アスペクト比を持つ微細な導体充填構造、絶縁構造又は機能構造を形成し
なければならないことがある。このような場合、予め選択された充填材を微細孔内に充填
することによって、導体充填構造、絶縁構造及び機能構造等を実現する技術が知られてい
る。しかし、高アスペクト比を持つ微細孔内に、空隙や硬化後変形などを生じさせること
なく、その底部まで充填材を充分に充填することは困難を極める。
【０００３】
　そのような技術的困難性を克服し得る先行技術として、特許文献１及び２に記載された
充填方法及び装置が知られている。
【０００４】
　特許文献１に記載された技術は、ウエハに存在する微細孔に溶融金属を充填し硬化させ
る方法であって、前記微細孔内の前記溶融金属に対し、大気圧を超える強制外力を印加し
たままで、前記溶融金属を冷却し硬化させる工程を含む。前記強制外力は、プレス圧、射
出圧又は転圧から選択された少なくとも１種で与えられ、前記微細孔の他端側を閉じた状
態で、前記微細孔の開口する開口面側から前記溶融金属に印加される。特許文献２は、特
許文献１に記載された方法を実施するための装置を開示している。
【０００５】
　上述した特許文献１，２に記載された技術によれば、空隙やボイドなどを生じることな
く、微細孔を充填物によって満たし得ること、微細隙間で冷却された硬化金属の凹面化を
回避し得ること、及び、工程の簡素化、歩留りの向上などに寄与し得ること、等の優れた
作用効果を得ることができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
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【特許文献１】特許第４２７８００７号公報
【特許文献２】特許第４５０５５４０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明の課題は、低温分散系機能性材料を用いて、微細空間内に空隙、隙間、または空
洞のない機能部分を形成する方法を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上述した課題を達成するため、本発明は、一つの発明概念に属する複数の方法を開示す
る。
【０００９】
　まず、第１の方法は、微細空間内に機能部分を形成するに当たり、熱溶解性を有する機
能性微粉末を、液状分散媒中に分散させた分散系機能性材料を、微細空間内に充填し、次
に、前記微細空間内の前記液状分散媒を蒸発させ、次に、熱処理により前記機能性微粉末
を熱溶解させた後、加圧しながら硬化させる。
【００１０】
　上述したように、第１の方法では、機能性微粉末を液状分散媒中に分散させた分散系機
能性材料を用いる。即ち、流動性充填材である分散系機能性材料を用いる。このため、本
来、充填の困難な微粉末形態を有する機能性微粉末を、分散系機能性材料の流動性を利用
して、微細空間内に確実に充填することができる。
【００１１】
　分散系機能性材料を、微細空間内に充填する場合、真空チャンバ内の減圧雰囲気で処理
することが好ましい。減圧処理の後、真空チャンバの内圧を増圧する差圧充填方式を採用
してもよい。この差圧充填によれば、分散系機能性材料を、微細空間の内部に確実に充填
することができる。分散系機能性材料を微細空間内に充填する際、例えば、対象物又は装
置に超音波振動等を与えると、充填作業を円滑に行うことができる。
【００１２】
　次に、前記微細空間内の前記液状分散媒を蒸発させる。微細空間の内部には、機能性微
粉末だけが残ることになる。この後、残った機能性微粉末を加熱処理により、溶解させた
後、加圧しながら硬化させる。これにより、微細空間内に空隙、隙間、または空洞のない
機能部分が形成される。
【００１３】
　熱溶解性を有する機能性微粉末は、限定するものではないが、例えば、Ｓｎ合金などの
低融点金属微粉末である。
【００１４】
　本明細書において、機能性材料とは、材料の持つ電気的性質、誘電体特性、磁性、光学
特性などの機能を発現させることを目的として用いられるタイプの材料をいう。機能性微
粉末とは、そのような機能性材料を微粉末化したものをいう。分散系とは、微細な固体粒
子が液体の分散媒中に分散した懸濁液又はペーストを言い、同じ粒度の粒子がそろった単
分散系，粒度が不ぞろいに変化する多分散系の両系を含む。また、粗粒の分散系のみなら
ず、コロイダルな分散系をも含む。
【００１５】
　次に、第２の方法の特徴は、機能性微粉末及び結合材微粉末を液状分散媒中に分散させ
た分散系機能性材料を用いる点にある。第２の方法においても、第１の方法で述べた作用
効果が得られる。
【００１６】
　機能性微粉末及び結合材微粉末は、限定するものではないが、高融点金属微粉末及び低
融点金属微粉末の組合せである。
【００１７】
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　更に、第３の方法の特徴は、微細空間内において、液状分散媒を蒸発させた後、前記微
細空間内の前記機能性微粉末の微粒子間の隙間に液状結合材を含浸させ、次に、熱処理に
より前記液状結合材を前記機能性微粉末と反応させた後、加圧しながら硬化させる点にあ
る。第３の方法においても、第１の方法で述べた作用効果が得られる。
【００１８】
　第１乃至第３の方法を通して、液状分散媒としては、水性分散媒又は揮発性有機分散媒
を用いることができる。
【発明の効果】
【００１９】
　以上述べたように、本発明によれば、低温分散系機能性材料を用いて、微細空間内に空
隙、隙間、または空洞のない機能部分を形成する方法を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１】本発明に係る第１の方法を示すブロック図である。
【図２】本発明に係る第２の方法を示すブロック図である。
【図３】本発明に係る第３の方法を示すブロック図である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２１】
　図１は、第１の方法を示す図である。この第１の方法は、微細空間３内に金属部分を形
成する具体的方法に係る。まず、微細空間３を有する対象物１を準備する（図１(ａ)）。
対象物には、ウエハ、回路基板、積層基板、半導体チップ、MEMS（Micro-Electro-Mechan
ical Systems）等、微細空間を有するものが広く含まれる。微細空間には、TSV（Through
 Silicon Via）で代表される貫通孔、非貫通孔（盲孔）の他、積層された基板間に生じる
微細隙間等が含まれる。機能性微粒子は、球状、鱗片状、扁平状等、任意の形状をとるこ
とができる。
【００２２】
　機能性微粒子を分散させる液状分散媒としては、水性分散媒又は揮発性有機分散媒を用
いることができる。特に、常温で揮発するような揮発性有機分散媒が好ましい。そのよう
な液状分散媒としては、種々のものが知られているので、それらを選択使用すればよい。
【００２３】
　対象物１に設けられた微細空間３は、この実施例では、貫通孔又は非貫通孔であり、開
口部の孔径Ｄ１、深さＨ１を有している。孔径Ｄ１は、例えば２５μｍ以下であり、深さ
Ｈ１は、孔径Ｄ１とのアスペクト比が、１以上、好ましくは５以上となる値である。対象
物１が、例えばウエハである場合には、上述した微細空間３は、ウエハ面内に多数設けら
れる。
【００２４】
　上述した対象物１の微細空間３に、低融点金属微粉末を液状分散媒中に分散させた分散
系機能性材料５を充填（流し込み）する（図１(ｂ)）。この場合の分散系機能性材料５は
、分散媒５１に、熱溶解性を有する機能性微粉末として、低融点金属微粉末５２を分散さ
せた分散系となる。低融点金属微粉末５２の代表例は、Ｓｎ合金微粉末である。Ｓｎ合金
微粉末は、ｎｍサイズ（１μｍ以下とする）に属するナノ微粒子又はナノコンポジット構
造を有する微粒子で構成されていることが好ましい。Ｓｎ合金微粉末をベースとし、他の
金属微粉末、例えばＢｉ，Ｇａ又はＩｎの微粉末の少なくとも一種を含んでいてもよい。
微粒子は、球状、鱗片状、扁平状等、任意の形状をとることができる。充填工程では、前
述した差圧充填を採用することが好ましい。
【００２５】
　分散系機能性材料５を、微細空間３内に充填する場合、真空チャンバ内の減圧雰囲気で
処理することが好ましい。減圧処理の後、真空チャンバの内圧を増圧する差圧充填方式を
採用してもよい。この差圧充填によれば、分散系機能性材料５を、微細空間３の内部に確
実に充填することができる。
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【００２６】
　次に、微細空間３の内部において、低融点金属微粉末５２を熱溶解させるとともに液状
分散媒５１を蒸発させる（図１(ｃ)、(ｄ)）。これにより、低融点金属微粉末５２の微粒
子の間に隙間Ｇ１が生じるとともに、その隙間G1が溶解した低融点金属微粉末５２によっ
て埋められる。低融点金属微粉末５２がＳｎ合金微粉末をベースとする場合には、その融
点（約２３１℃）で熱溶解させることができる。
【００２７】
　更に、熱溶解した低融点金属微粉末５２を加圧Ｆ１しながら冷却し、硬化させる（図１
(ｅ)）。これにより、対象物1の微細空間３の内部に低融点金属でなる機能部分５０が形
成されることになる。上記プロセスのうち、少なくとも、図１(ａ)～(ｄ)は、真空チャン
バ内で実行することが好ましい。
【００２８】
　上述したように、分散系機能性材料５を、微細空間３の内部に充填するので、本来、充
填の困難な微粉末形態を有する低融点金属微粉末５２を、分散系機能性材料５の流動性を
利用して、微細空間３の内部に確実に充填することができる。充填に当たっては、差圧充
填方式を採用することができる。
【００２９】
　また、低融点金属微粉末５２を、液状分散媒５１中に分散させた分散系機能性材料５を
用いるので、溶融金属を用いる従来技術と異なって、溶融プロセスが不要である。低温状
態にある分散系機能性材料５を、差圧充填方式などによって、微細空間３の内部に充填す
ることができる。また、微細空間３を有する対象物１が、例えば、半導体回路を既に形成
したウエハ等であった場合、半導体回路に対する熱的な悪影響を最小限に抑えることがで
きる。更に、溶融のための熱エネルギーを必要としないから、消費エネルギーを低減し得
る。
【００３０】
　第１の方法では、上述した分散系機能性材料５を、微細空間３の内部に充填し、次に、
微細空間３の内部において、低融点金属微粉末５２を熱溶解させるとともに液状分散媒５
１を蒸発させ、更に、熱溶解した低融点金属微粉末５２を加圧しながら冷却し、硬化させ
るから、例えば、Ｓｎ合金等の低電気抵抗体の機能部分５０が得られる（図１(ｅ)）こと
になる。
【００３１】
　また、熱溶解した低融点金属微粉末５２を加圧しながら冷却し、硬化させるので、冷却
時の体積縮小によって微細空間３と成形体との間に生じることのある隙間、空隙の発生を
、加圧によって回避し、隙間や空隙のない高品質の機能部分５０を形成することができる
。
【００３２】
　更に、熱溶解した低融点金属微粉末５２を加圧しながら冷却し、硬化させるから、低融
点金属の粒成長、結晶成長が抑制される。この結果、柱状結晶の成長が抑制され、低融点
金属が等軸晶化され、応力が低下し、微細空間３を有する対象物１にマイクロクラックが
発生する等の不具合を回避することができる。
【００３３】
　次に、図２は、第２の方法を示している。図において、図１に現れた構成部分と対応す
る部分については、同一の参照符号を付してある。図２に図示された第２の方法の特徴は
、融点金属微粉末を、機能性材料及び結合材として兼用し、微細空間３内に高融点金属及
び低融点金属でなる金属部分を形成する点にある。第２の方法では、微細空間３の内部に
金属部分を形成するに当たり、第1の方法の場合と同様に、微細空間３を有する対象物１
を準備する（図２(ａ)）。そして、図２に図示すように、低融点金属微粉末５２及び高融
点金属微粉末５３を、液状分散媒５１中に分散させた分散系機能性材料５を、前述した差
圧充填法により、微細空間３の内部に充填（図２(ｂ)）する。低融点金属微粉末５２及び
高融点金属微粉末５３は、粒径が不揃いであっても、統一されていてもよい。
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【００３４】
　次に、微細空間３の内部において、低融点金属微粉末５２を熱溶解させるとともに、液
状分散媒５１を蒸発させ（図２(ｃ)）、更に、高融点金属微粉末５３及び低融点金属微粉
末５２の溶解物を加圧しながら冷却し、硬化させる。上記工程において、低融点金属微粉
末５２の溶解物により、高融点金属微粒子５３－５３間の隙間Ｇ１を埋め、高融点金属粒
子５３と拡散接合させる。上記プロセスのうち、少なくとも、図２(ａ)～(ｃ)は、真空チ
ャンバ内で実行する。
【００３５】
　低融点金属微粉末５２としては、上述したＳｎ合金ベースの微粉末を用いることができ
る。Ｓｎ合金微粉末をベースとし、他の金属微粉末、例えばＢｉ微粉末、Ｇａ微粉末、Ｉ
ｎ微粉末を含んでいてもよいことは、前述したとおりである。高融点金属微粉末５３は、
具体的には、Ａｇ、Ｃｕ、Ａｕ、Ｐｔ、Ｔｉ、Ｚｎ、Ａｌ、Ｆｅ、Ｓｉ又はＮｉの群から
選択された少なくても１種を含む材料によって構成することができる。これらの高融点金
属微粉末５３は、ｎｍサイズ（１μｍ以下）に属するナノ微粒子又はナノコンポジット構
造を有する微粒子で構成されていることが好ましい。低融点金属微粉末５２及び高融点金
属微粉末５３は、粒径が不揃いであっても、統一されていてもよい。また、球状、鱗片状
、扁平状等、任意の形状をとることができる。
【００３６】
　第２の方法でも、本来、充填の困難な微粉末形態を有する低融点金属微粉末５２及び高
融点金属微粉末５３を、分散系機能性材料５としての流動性を利用して、微細空間３内に
確実に充填することができる。
【００３７】
　また、低融点金属微粉末５２及び高融点金属微粉末５３を、液状分散媒５１中に分散さ
せた分散系機能性材料５を用いるので、溶融金属を用いる従来技術と異なって、溶融プロ
セスが不要である。低温状態にある分散系機能性材料５を、その流動性を利用して、ガス
圧、プレス圧、射出圧、又は転圧から選択された少なくとも１種の加圧力を与える手段に
よって、微細空間３の内部に容易に充填することができる。また、微細空間３を有する対
象物１が、既に、半導体回路等を形成したウエハ等である場合、半導体回路に対する熱的
な悪影響を最小限に抑えることができる。更に、溶融のための熱エネルギーを必要としな
いから、消費エネルギーを低減し得る。
【００３８】
　また、分散系機能性材料５を微細空間３の内部に充填し、次に、微細空間３の内部にお
いて、低融点金属微粉末５２を熱溶解させるとともに液状分散媒５１を蒸発させ、更に、
高融点金属微粉末５３及び低融点金属微粉末５２の溶解物を加圧Ｆ１しながら冷却し、硬
化させる。上述したプロセスにより、高融点金属及び低融点金属でなる機能部分５０が得
られることになる（図２(ｅ)）。成型に当たっては、低融点金属微粉末５２の溶解及び凝
固による結合力を利用することができ、他に結合材を必要としない。このため、高融点金
属微粉末５３及び低融点金属微粉末５２の持つ特性をそのまま発揮させることができる。
【００３９】
　また、高融点金属微粉末５３及び低融点金属微粉末５２の溶解物を加圧Ｆ１しながら冷
却するので、冷却時の体積縮小によって微細空間３と成形体との間に生じることのある隙
間、空隙の発生を、加圧Ｆ１によって回避し、隙間や空隙のない高品質の機能部分５０を
形成することができる。
【００４０】
　更に、熱溶解した低融点金属微粉末５２を加圧しながら冷却し、成型するから、低融点
金属及び高融点金属の粒成長、結晶成長が抑制される。この結果、低融点金属及び高融点
金属が等軸晶化され、応力が低下し、微細空間３を有する対象物１にマイクロクラックが
発生する等の不具合を回避することができる。
【００４１】
　第２の方法によれば、低融点金属微粉末５２の溶解物により、高融点金属微粉末５３の
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高融点金属微粒子間の隙間を埋め、前記高融点金属粒子と拡散接合させる。したがって、
低融点金属及び高融点金属は、互いに一体化された状態で、成型体を構成することになり
、両金属の特性に応じた機能が発揮される。
【００４２】
　図３は、第３の方法を図示している。図において、図１に現れた構成部分と対応する部
分については、同一の参照符号を付してある。第３の方法は、微細空間３内に電気絶縁部
分を形成する具体的方法に係る。図３を参照すると、微細空間３の内部に電気絶縁部分を
形成するに当たり、絶縁性セラミック微粉末５４を液状分散媒５１中に分散させた分散系
機能性材料５を、微細空間３の内部に充填し（図３(ａ)、(ｂ)）、次に、微細空間３の内
部において、分散系機能性材料５に含まれる液状分散媒５１を蒸発させ（図３(ｃ)）、次
に、微細空間３の内部の絶縁性セラミック微粉末（微粒子）５４の隙間G1に液状結合材５
５を含浸させる（図３(ｄ)）。そして、加熱処理によって、液状結合材５５を絶縁性セラ
ミック微粉末５４と化学的に反応させるなどして、セラミック微粉末５４及び液状結合材
５５を、加圧しながら、硬化させる（図３(ｅ)）。
【００４３】
　第３の方法でも、充填の困難な微粉末形態を有する絶縁性セラミック微粉末５４を、液
状分散媒５１中に分散させた分散系機能性材料５を用い、その流動性を利用して、微細空
間３の内部に容易に充填することができる。
【００４４】
　また、微細空間３の内部に充填された液状分散媒５１を蒸発させ、次に、微細空間３の
内部の絶縁性セラミック微粉末５４の隙間に液状結合材５５を含浸させ、最終的に、絶縁
性セラミック微粉末５４及び液状結合材５５を、加圧しながら硬化させるプロセスにより
、絶縁性セラミック及び結合材でなる電気絶縁性を有する機能部分５０が得られることに
なる。
【００４５】
　さらに、絶縁性セラミック微粉末５４及び液状結合材５５を、加圧しながら、硬化させ
るので、微細空間３と成形体たる機能部分５０との間に生じることのある隙間、空隙の発
生を、加圧によって回避し、隙間や空隙のない高品質の機能部分５０を形成することがで
きる。
【００４６】
　液状結合材５５は、液体ガラスであってもよいし、有機樹脂であってもよい。有機樹脂
としては、熱硬化型樹脂が好的である。絶縁性セラミック微粉末５４は、限定するもので
はないが、SiO2、Al2O3等の金属酸化物又はSiN等の窒化物の少なくとも一種を含むことが
できる。
【００４７】
　液状分散媒５１として、水性分散媒又は揮発性有機分散媒を用いることができることは
、既に述べたとおりである。揮発性有機分散媒の代表例としては、水酸基（ＯＨ）を有す
るアルコール類がある。次に、このような揮発性有機分散媒５１を用いた場合の具体例に
ついて述べる。
【００４８】
　揮発性有機分散媒５１として、水酸基（ＯＨ）を有するアルコール類を用いた場合、真
空チャンバ内の減圧雰囲気では、そのほとんどが蒸発するので、絶縁性セラミック微粉末
５４の間に隙間Ｇ１が生じる。また、揮発性有機分散媒５１に含まれていたＯＨ基は、セ
ラミック微粒子、例えば、SiO2との結合力により、絶縁性セラミック微粉末５４の表面に
付着する。分散媒５１を蒸発させた後、絶縁性セラミック微粉末５４の集合体を加圧して
もよい。
【００４９】
　揮発性有機分散媒としては、水酸基（ＯＨ）を有するアルコール類を用いた場合、液状
結合材５５として、液体シリカ又は液体Ｓｉ化合物を用いることができる。液体シリカ又
は液体Ｓｉ化合物でなる液状結合材５５は、絶縁性セラミック微粉末５４の周りの隙間Ｇ
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圧処理の後、真空チャンバの内圧を増圧（差圧充填方式）してもよい。この差圧充填によ
れば、液状結合材５５を、セラミック微粒子の周りに十分に浸透させることができる。
【００５０】
　液体シリカを用いた場合は、その有機溶媒が蒸発し、シリカ転化が起こる。液体Ｓｉ化
合物を用いた場合、Ｓｉ化合物を、絶縁性セラミック微粉末５４の表面に付着しているＯ
Ｈ基と反応させ、シリカに転化させる。
【００５１】
　液体Ｓｉ化合物の例としては、シラザン、シロキサン、シラノール等がある。ここでは
、シラザンの無機ポリマーであるポリシラザン（PHPS）を用いた場合を例にとって説明す
る。ポリシラザンは、水分や酸素と反応し、シリカに転化する。有機溶媒としては、キシ
レン、ミネラルターベン又は高沸点芳香族系溶媒等が用いられる。
【００５２】
　絶縁性セラミック微粉末５４の表面にＯＨ基を残し、ポリシラザンを、このＯＨ基と反
応させることにより、シリカに転化させる。こうして得られたシリカは、通常は、アモル
ファスとなる。
【００５３】
　シリカ転化を促進するために、加熱工程において、プレス板などを用いて加圧しながら
、加熱することが好ましい。加熱温度は、ポリシラザンの種類によって異なるが、一般に
は、室温～４５０℃の範囲で選択される。この加熱処理工程において、有機溶媒の分解ガ
スが排出される。
【００５４】
　上述した工程の後、シリカ転化のさらなる促進、及び、分解ガス排出のために、例えば
、１０００℃前後で焼成することが好ましい。
【００５５】
　微細空間は、貫通孔または非貫通孔に限らない。多数の基板を積層する積層電子デバイ
スでは、基板間に発生する微小な隙間（微細空間）に電気絶縁物を充填するアンダーコー
ト構造がとられる。本発明は、このようなアンダーコート形成にも適用することができる
。
【００５６】
　以上、好ましい実施例を参照して本発明の内容を具体的に説明したが、本発明の基本的
技術思想及び教示に基づいて、当業者であれば、種々の変形態様及び説明されない他の適
用技術分野を想到しえることは自明である。
【符号の説明】
【００５７】
　　　　　　１　　　　　　　　対象物
　　　　　　３　　　　　　　　微細空間
　　　　　　５　　　　　　　　分散系機能性材料
　　　　　５０　　　　　　　　機能部分
　　　　　５１　　　　　　　　分散媒
　　５２，５３　　　　　　　　機能性微粉末
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